
は じ め に

1990年代後半に入り, 経営学分野においてサプライチェーンマネジメント

(以下, SCM) といったキーワードが注目されるようになり, 実際にそのよ

うなシステムが台頭している
(２)
｡ しかし, 経営学分野においてはメーカー主導

の SCMの展開に関する研究報告が主流であり, 業界別・主導権別に焦点を

当てた SCMの展開に関する研究報告はあまりない
(３)
｡ そこで筆者は, ①サプ

ライチェーンにおける中核企業が, 他の企業との間に作り出している諸関係

にどのような影響を及ぼそうとしているのか, ②現実の状況を捉えるうえで,

従来の視点がどのような点で解像力が不十分なものとなっているのか, ③そ

の不十分性を克服するためにどのような概念装置が有用であり, それらをど

のような方向で発展させることが必要か, という３つの問題提起のもと, 業

界別・主導権別の SCMの展開に関する分析枠組みと分析モデルの構築, そ
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(１) 本稿は, JSPS科研費16K03835の助成を受けたものである｡
(２) ちなみに, わが国の流通研究分野においても2000年代に入り, SCMといった
キーワードが注目されている｡ 例えば, 加藤 [2006], 崔・石井編 [2009], 木立・
斉藤編 [2013] を参照せよ｡
(３) ちなみに, わが国の流通研究分野においては, SCMの現象を捉えるための分
析枠組みや分析モデルを構築するといった研究報告はほとんどない｡

業界別・主導権別の SCMの
システム特性に関する一考察

(１)



してその実証分析を進めていこうとしている｡

以上のような問題意識をベースとしつつ, 本稿は以下のように構成される｡

� 本研究の学術的背景と明らかにしたい点

� システム特性を捉えるための分析枠組みについて

� 分析枠組みによるケーススタディ

� 本研究の学術的な特色と予想される結果と意義

１. 本研究の学術的背景と明らかにしたい点

1990年代後半を境として, わが国の経営学分野において SCMといったキー

ワードが盛んに唱えられるようになり, 実際にそのようなシステムが台頭す

るようになった｡ しかし, 経営学分野においてはメーカー主導の SCMの展

開に関する研究報告が主流であり, 業界別・主導権別に焦点を当てた SCM

の展開に関する研究報告はあまりない｡ さらに, 現実の SCMの展開という

現象に焦点を合わせると, 現代のわが国のサプライチェーンにおいてスムー

ズに SCMの展開がなされているというわけでもない｡ 実際, 業界別・主導

権別に観察してみると多様な SCMのシステム特性が見受けられ, その実態

は過渡的段階にあるというのも事実である｡

このような背景のもと, 筆者は加工食品業界限定ではあるが, その業界の

サプライチェーンにおいて中核的な役割を果たしている大手卸売業者に焦点

を合わせつつ, 卸売業者主導の SCMの展開という現象の背景にある論理を

探る手掛かりを明らかにした (玄野 [2009])｡ そこでの意義は, 卸売業者主

導の SCMを展開するためには, 卸売業者による様々なコーディネート機能

が高度に発揮され, さらには, 卸売業者が中心となって何らかのインセンティ

ブ体系を構築することの必要性が明らかになった点である｡

わが国の SCMの展開に関する研究については, 筆者自身が取り組んでい

る研究だけでなく, 様々な問題意識をベースとした研究群が近年において発
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表されてきているが, まだ多くの未解明のことが残されており, とくに業界

別・主導権別のシステム特性に関わる実証分析については, わが国ではほと

んどなされていない状況だといえる｡ その理由は, 業界別・主導権別の

SCMのシステム特性に関する分析枠組みと分析モデルの構築が未だになさ

れていないことによるものだと考えられる｡

本研究では, わが国の業界別・主導権別の SCMの展開に関する分析枠組

みと分析モデルを構築し, そしてその実証分析を進めていくことにある｡ そ

の際に, ｢業界別・主導権別の SCMのシステム特性はいかなるものか｣ と

いう問題意識をベースとしつつ研究を進めていく｡ このような研究計画を進

めていくうえで, 筆者は次のような予備的な研究結果を得ている｡

第１に, サプライチェーンにおける各経済主体の行動レベルに関する概念

装置として, ｢コーディネーション｣ と ｢インセンティブ｣ の重要性を明ら

かにした (玄野 [2011])｡ 第２に, ｢コーディネーション問題｣ と ｢インセ

ンティブ問題｣ という概念装置をベースとして, SCMに関する予備的な分

析枠組みを構築した (玄野 [2012a])｡ 第３に, 卸売業者による SCMが形

成される背景・条件について明らかにした (玄野 [2012b])｡ 第４に, ｢内的

デザイン｣ と ｢外的デザイン｣ という概念装置をベースとして, SCMに関

する予備的な分析モデルを構築した (玄野 [2012c])｡ 第５に, サプライチェー

ンにおける各経済主体間の情報のやりとりに着目しつつ, ｢戦略｣ ｢構造｣

｢プロセス｣ ｢パフォーマンス｣ という枠組みの重要性を提示した (玄野

[2015])｡ そして第６に, 従来の分析視点の不十分性を強調することにより,

有用な概念装置としての ｢戦略｣ ｢構造｣ ｢プロセス｣ ｢パフォーマンス｣ と

いう分析枠組みに焦点を合わせつつ, 加工食品業界における主導権別の事例

分析を試み, 主導権別のシステム特性の違いを明らかにした (玄野 [2016])｡

以上のような背景およびこれまでの予備的な研究結果をもとに, 本研究は

業界別・主導権別の SCMの展開に関する分析枠組みと分析モデルを構築し,
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そしてその実証分析を進めていくのであるが, その目的は以下のことを明ら

かにすることである｡

第１に, 業界を超えたサプライチェーンにおける各々の中核企業 (メーカー

主導, 卸売業者主導, 小売業者主導) が, システムを構成している種々の利

害関係主体や, 他の企業との間に作り出している諸関係にどのような影響を

及ぼそうとしているのかを明らかにする｡

第２に, わが国における SCMの現実の展開状況を捉えるうえで, 従来の

視点やその影響のもとに形成された思考のパターンは, どのような点で解像

力が不十分なものとなっているのかを明らかにする｡

第３に, この不十分性を克服し, 近年の様々な研究分野の中で提示されて

いるどのような概念装置が有用な足掛かりとなりうるものであり, それらを

どのような方向でさらに発展させることが必要となっているのかを明らかに

する｡

第４に, 以上のことを明らかにしたうえで, ｢業界別・主導権別の SCM

のシステム特性はいかなるものか｣ という問題意識をベースとした分析枠組

みと分析モデルを構築し, そしてその実証分析を進めていく｡ 具体的には,

様々なサプライチェーン関係が生み出すパフォーマンスの多次元的属性に焦

点を当てながら, それを説明しうる変数を探り出していくという, 何らかの

分析枠組みと分析モデルを構築, 実証していくことにより, 業界によって異

なる SCMの展開に関するシステム特性を明らかにする｡ さらに, 誰がシス

テムにおける中核企業になるかによって異なる主導権別のシステム特性も明

らかにする｡

以上のような明らかにしたい点をベースとしつつ, 本稿では, SCMのシ

ステム特性を捉えるための ｢戦略｣ ｢構造｣ ｢プロセス｣ ｢パフォーマンス｣

という分析枠組みの中身について確認しつつ, アパレル業界やパソコン業界

といった業界別・主導権別の事例分析を試みてみよう
(４)
｡

業界別・主導権別の SCMのシステム特性に関する一考察（玄野博行)

42



２. 分析枠組みについて―戦略・構造・プロセス・パフォーマンス

戦略的マネジメントと組織デザインの分野において, 次に示す命題は有名

である｡ すなわち, 戦略, 構造, プロセス間で適切な調整を成し遂げた企業

は, そのような調整が欠如している競争企業よりも優れたパフォーマンスを

生み出す (Galbraith and Nathanson [1978], Miles and Snow [1978]), とい

う命題である
(５)
｡ その命題は経営学の分野では目新しいものではなく古典的な

ものとなっているが, Nakano and Akikawa [2014] と Nakano [2015] はその

命題を SSPP (Strategy, Structure, Process, Performance) パラダイムと称し

て, SCMの研究領域にも本格的に適用しようと試みている｡ そこで本節で

は, 特に Nakano and Akikawa [2014] の議論に依拠しながら, わが国におけ

る多様な SCMの展開を明らかにするための分析枠組みとなりうる, ｢戦略｣

｢構造｣ ｢プロセス｣ ｢パフォーマンス｣ の具体的な考え方について見ていく

ことにしよう｡

２. １ ｢戦略｣ について

Galbraith and Nathanson [1978] によると, 戦略は ｢戦略形成プロセスに

派生する特定の行動｣ と定義され, 具体的には, ｢企業の基本的なミッショ

ン, 企業が達成しようとする目的を決定するプロセス, そしてその目的を達

成するために使用可能な企業資源を管理するための主要な戦略や方針｣ とさ

れている｡ すなわち, ｢自社はどのような企業なのか, どのような企業では

ないのか｣, ｢今後何をするのか, 今後何をしないのか｣ という自社のビジネ
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(４) 本稿の位置づけとして, 筆者が明らかにしたい研究目的のすべてを対象として
いるのではなく, あくまでもその一部を対象としている｡ すなわち本稿は, 分析枠
組みと分析モデルの構築とその実証的研究に向けての試行段階的な位置づけとなっ
ている｡
(５) この命題に関する最近の文献として, Galbraith [2014] がある｡



スの境界条件を規定するものである｡ そして, そのコアとなるものは, ｢自

社の全体的な戦略目標は何か｣, ｢顧客にどのような価値を提供するか｣, ｢市

場で自社を差別化するポイントは何か｣ という３つの問いに答えを出すこと

である｡ Galbraith and Nathanson [1978] では, 主に製品と市場に関わる多

角化戦略に焦点を合わせており, あくまでも企業レベルの戦略を想定してい

るが, SCMの研究領域においても参考となる考え方だといえよう｡

SCMの研究領域においても, その文脈において様々な戦略の定義づけが

事業レベルと機能レベルに分けられてなされている｡ まず, 事業レベルにつ

いては, 購買等のような特定の機能の戦略的重要性に焦点を当てているもの

や, 外部の関係性や統合のような特定の活動に焦点を当てているものがある｡

前者がいわゆる, 物流戦略・営業戦略・調達戦略といった部門レベルの戦略

に関わるものであり, 後者は, 外部の企業との協働をいかに構築するかに関

わる関係構築戦略に該当するものといえる｡

事業レベルの戦略に対して, 機能レベルの戦略は SCMに関してより具体

的なものとなっている｡ 例えば, 目標を達成するために設計される ｢行動計

画パターン｣, 顧客需要を満たすよう卓越することが選択される ｢競争的優

先順位｣, そして ｢サプライチェーン志向｣ などである｡ ｢行動計画パターン｣

とは, サプライチェーン全体の目標を達成するために, 組織間・内部組織に

おいていかなる行動が設計されるべきかに関わるものである｡ ｢競争的優先

順位｣ とは, サプライチェーンにおける各経済主体の顧客ニーズをベースと

しつつ, そのニーズを満たすために何をやり何をやらないかといった選択に

関わるものである｡ ｢サプライチェーン志向｣ とは, サプライチェーンにお

いて様々なフローを管理することに関係している諸活動を, 組織間・内部組

織においていかにして体系的かつ戦略的に調整していくかに関わるものであ

る｡

さらに, これらの機能レベルの戦略の他にも, ｢リーン戦略｣ と ｢アジャ
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イル戦略｣ という２種類のサプライチェーン戦略に焦点を当てているものも

ある｡ 前者, すなわち, 機能的製品 (予測可能な顧客需要に直面するタイプ)

のための効率的なサプライチェーン戦略は, できる限りあらゆる無駄を縮減

し, 大量生産を通してコストを下げ, そして顧客に標準化製品を提供するこ

とを基本とする戦略である｡ それに対して後者, すなわち, 革新的製品 (予

測が不安定な顧客需要に直面するタイプ) のための反応的なサプライチェー

ン戦略は, 急速に変化する市場環境に反応し, 不安定な市場に反応するため

に大容量のバッファを維持する必要があり, そして顧客に個別化製品を提供

することを基本とする戦略である｡

２. ２ ｢構造｣ について

Galbraith and Nathanson [1978] によると, 構造を ｢生産, 財務, マーケ

ティングなどのような役割への仕事の分割｣ とみなしている｡ すなわち,

｢機能, 製品, 地域もしくは市場間で部門もしくは事業部に役割を再結合す

ること, そして, その役割構造間のパワーを配分すること｣ とみなしている｡

例えば, いくつかの構造タイプとして, ｢集権的な職能別組織｣, ｢分権的な

多事業部制組織｣, ｢マトリクス組織｣ などが挙げられる｡

Galbraith and Nathanson [1978] が内部構造に焦点を当てている一方で,

SCMの文脈における構造は内部構造と外部構造に区別しているところに特

徴がある｡ 内部構造については, ｢公式化｣ と ｢集権化｣ という次元が使わ

れている｡ ｢公式化｣ とは, SCM活動に対する意思決定と仕事上の関係が公

式ルールと標準約款, そして標準手続きによって管理される程度をいう｡

｢集権化｣ とは, SCMの意思決定を行なう際のパワーが組織において集中す

る程度をいう｡ 外部構造については, 内部構造と同様に ｢公式化｣ と ｢集権

化｣ が使われており, それ以外の次元として ｢頻度｣, ｢互恵主義｣, ｢ネット

ワーク構造｣, ｢地理的分散｣ といった様々な次元が使われている｡ ｢頻度｣
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とは, 外部の企業との取引に関わる回数のことであり, ｢互恵主義｣ とは,

取引相手の自社に対する待遇と同等の待遇を与えようとする主義をいう｡

｢ネットワーク構造｣ とは, 外部の企業との取引をめぐって直接間接につな

がっている複数の組織間の集合体のことであり, ｢地理的分散｣ とは, 取引

相手がどれだけ地理的に分散しているかに関する程度をいう｡

SCMの文脈における内部構造と外部構造については, 上記の次元の他に

も次のような具体的な次元に焦点を当てているものもある｡ 内部構造につい

ては, 部門が継続的に共同意思決定に従事できるよう構成された ｢(持続的)

各部門間の協議会｣, 特定の計画管理に関して部門間の協働が促進されるよ

う構成された ｢(一時的) 組織横断的なチーム｣, 特定の計画を目的としたい

くつかの部門努力を調整する ｢(一時的) 連絡要員｣ などが挙げられる｡

さらに, 内部構造における SCM特有の組織形態として, ｢職能別組織｣,

｢マトリクス・チャネル組織｣, ｢プロセス・スタッフ組織｣, ｢統合的ライン

組織｣ といったものに注目しているものも存在する｡ ｢職能別組織｣ は, 物

流業務がひとつの部門に集約された組織であり, ｢マトリクス・チャネル組

織｣ は情報指向の組織とされ, その中心となる SCM部門の主たる役割は機

能部門や外部の取引先との調整や連携になる｡ ｢プロセス・スタッフ組織｣

は ｢マトリクス・チャネル組織｣ と同様, その中心となる SCM部門は機能

部門や外部の取引先との調整や交渉の役割を果たすのだが, SCM部門は本

社のスタッフ部門に位置づけられている｡ ｢統合的ライン組織｣ は, 主要な

SCM業務に従事する複数の機能部門をひとつの SCM部門に統合した形態で

ある｡

外部構造については, 取引企業との ｢長期的関係｣ の程度, ｢買い手また

はサプライヤーへの依存度｣, ｢供給ベースの縮小｣, ｢サプライヤーの数｣ な

どの次元に焦点が当てられている｡ ｢長期的関係｣ とは, 外部の企業との取

引において長期的か短期的かに関わる程度を指し, ｢買い手またはサプライ
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ヤーへの依存度｣ とは, 取引相手と自社のどちらにパワーが集中しているか

に関わる程度をいう｡ ｢供給ベースの縮小｣ と ｢サプライヤーの数｣ につい

ては, 外部の企業との取引に関わる絞り込みの程度を指している｡

２. ３ ｢プロセス｣ について

Galbraith and Nathanson [1978] によると, プロセスを ｢複雑な組織の部

門内または部門間における仕事の方向性や頻度, そして分化した役割を連結

するフロー｣ とみなしている｡ 具体的には, ｢資源配分プロセス｣, ｢パフォー

マンス評価｣, ｢報酬システム｣, ｢統合メカニズム｣ といった次元を含んだ内

容となっている｡

SCMの文脈におけるプロセスは, 先ほどの構造と同様に, 内部プロセス

と外部プロセスに区分しているところに特徴がある｡ 内部プロセスについて

は, 情報, アイデア, 設備を共有するといった ｢資源共有｣, 相互作用と調

整を通したフォーマルもしくはインフォーマルな ｢共同作用｣, 共同の予測

や共同の業務計画といった ｢共同計画｣, 特定の活動の統合を通した業務連

携もしくは機能統合を意味する ｢統合的活動｣, 費用対効果を改善する方法

といった特定の活動に関する ｢共同意思決定｣, 部門の目的・目標が部分最

適にならないよう調整する ｢目的・目標の共同設定｣, 機能を管理すること

からプロセスを管理することへの転換を意味する ｢プロセス志向｣ などの次

元が挙げられる｡

外部プロセスについては, 内部プロセスと同様の次元として, ｢資源共有｣,

｢共同作用｣, ｢統合的活動｣, ｢共同計画｣, ｢共同意思決定｣, ｢目的・目標の

共同設定｣ などが挙げられ, 外部プロセス特有の次元として, 焦点企業の主

導による取引相手の参加を意味する ｢パートナーの関与｣, 資本設備への融

資や研究開発費の共有を含んだ ｢リスクや報酬の共有｣ などが挙げられる｡
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２. ４ ｢パフォーマンス｣ について

パフォーマンスは元来, 多次元的な構成概念である｡ 様々な種類のパフォー

マンスへの影響が過去の研究において調べられてきており, そこでは多数の

次元が用いられている｡ これらの次元は次のような２つのグループに分類さ

れよう｡ すなわち, ロジスティクスや生産のような業務的な活動のパフォー

マンスを意味する ｢業務パフォーマンス｣ と, 様々な活動を通して総合的に

生み出されるパフォーマンスを意味する ｢企業パフォーマンス｣ である｡

｢業務パフォーマンス｣ に関する具体的な次元を挙げてみると, ｢品質/顧客

満足｣, ｢コスト｣, ｢リードタイム｣, ｢資産｣, ｢柔軟性/反応性｣ などがある｡

｢企業パフォーマンス｣ については, 利益・売上・総資産利益率・投資収益

率といった ｢財務パフォーマンス｣ と, 市場シェア・競争力といった ｢市場

パフォーマンス｣ などの具体的な次元に分類することができる｡

SCMの文脈におけるパフォーマンスは, SCM関連の活動が主に業務的な

ものとなるため, ｢業務パフォーマンス｣ に焦点が当てられることになろう

が, SCM関連の活動を戦略的重要性に伴う全社的活動とみなしてみると,

究極的には ｢企業パフォーマンス｣ についても考慮する必要があろう｡

２. ５ ディスカッション

以上のように, 多様な SCMの展開を明らかにするための分析枠組みとな

りうる, ｢戦略｣ ｢構造｣ ｢プロセス｣ ｢パフォーマンス｣ の具体的な考え方に

ついて見てきたが, これら４つの適合性を考慮したうえで分析枠組みを提示

すると図１のようになる｡ そこで, ｢組織構造｣ と ｢組織プロセス｣ に注目

し, マネジメントの観点からその内容についてまとめると次のようになる｡

まず, 外的マネジメントに該当するのは, ｢外部構造｣ と ｢外部プロセス｣

である｡ ｢外部構造｣ とは, 取引相手との関係性を示すものであり, パート

ナーとなる取引相手とどのような関係を結ぶかという問題に関わっている｡
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具体的には, 取引・連携の継続性や資本関係, パワー関係などといった対レ

ベルの関係, パートナーとして何社の取引相手と付き合うか, 受発注の配分

はどうするかなどといったセットレベルの関係, パートナーは他にどのよう

な業者と付き合っているか, それぞれの業者の取引量はどのくらいかなどと

いったネットワークレベルの関係のことを指している｡ ｢外部プロセス｣ と

は, 取引相手との取引をめぐる様々なやりとりを示すものであり, 複雑な協

働関係をどのようなプロセス・方法で進めていくのかという問題に関わって

いる｡ 具体的には, コミュニケーションのあり方や, 問題解決の作法がその

焦点となろう｡

次に, 内的マネジメントに該当するのが, ｢内部プロセス｣ と ｢内部構造｣

である｡ ｢内部プロセス｣ とは, 外的マネジメントを営んでいくうえで必要

となる, 経済主体自身の担うべき業務やそのための調整を上手にこなしてい

くための能力に関わっている｡ 具体的には, 外的マネジメントに関係する社
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・外部構造
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・内部プロセス
・外部プロセス

【パフォーマンス】
・企業パフォーマンス
・業務パフォーマンス

(出所) Nakano and Akikawa [2014] の議論より筆者作成.

図１ 戦略�構造�プロセス�パフォーマンスに関する分析枠組み



内のいくつかの部署・部門がどの程度組織としてのまとまりを持ちながら仕

事を進めることができるか, あるいは人材はどの程度知識を備えているかと

いったことが, ここでの問題となろう｡ ｢内部構造｣ とは, ｢内部プロセス｣

能力を支える内部組織のメカニズムに関わるものであり, そこでは, 能力や

知識を育み, 高め, 維持するための組織上の様々な創意工夫, 努力が必要と

なる｡ 具体的には, どのような構造の組織を組み立て, どのように人材を配

置し, あるいは人材をどのように育て, 管理していくのかといったことが,

ここでの問題となろう｡

次節では, 以上のような分析枠組みをベースとしつつ, アパレル業界やパ

ソコン業界といった業界別・主導権別の SCMの展開に関する事例分析を試

みてみよう｡

３. ケーススタディ

３. １ アパレル業界における事例

３. １. １ ハニーズの事例

まず, 事例の概要と ｢戦略｣ 面についてみてみよう
(６)
｡ ハニーズは婦人衣料

の製造小売アパレル (SPA) 企業で, SPAに転換してから飛躍的に成長し,

国内と中国に店舗を展開している｡ 中国の店舗へは, 現地法人を通じて販売

されている｡ 売上高対総利益率, 売上高対営業利益率ともに同業種の中でも

高水準に位置している｡ 当社の商品企画・デザインは一般的なアパレル産業

のような数ヵ月から１年といった長いサイクルではなく, およそ, 40日先の

販売予定の商品を週次サイクルで企画・デザインしている｡ いわば, 多頻度

の延期的な商品開発戦略を採用している｡ すなわち, 流行の流れがほぼ確定

してから, 流行の重要な要素を取り入れたデザインを行ない, スピーディー
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に生産して店頭に供給している｡ １品目当たりの販売量は少なめに抑制し,

売り切ってしまう (完全消化) ことを基本としている｡

では次に, このような多頻度の延期的な商品開発戦略を展開する際に, ど

のような ｢構造｣ 面が実行されているかに注目してみよう｡ 当社の急激な成

長は, 製品の調達先を韓国や中国に移転したことに起因する｡ 現在は, 中国

の上海と広東を中心とした地域の工場を中心に生産委託を行なっている｡ 近

年は, 生産拠点の中国一極集中を回避するため, ミャンマー, バングラディ

シュ, インドネシアなどの生産拠点の多様化・分散化を追求している｡ また,

日本国内には製造子会社を置き, 試作品の製造を含め, 製造技術と原価に関

する情報を蓄積している｡ このほか, 国内のアパレルメーカーや問屋からも

仕入れ, 幅広い品揃えを構成している｡ 現在は４ブランド４シーズンで商品

展開を行なっている｡ 出店は駅ビル商業施設やショッピングセンター等へテ

ナント出店が中心で, 出店時は標準的な商品構成で品揃えし, 商品の補充を

進める中で自然と商圏特性に適応した品揃えに調整される仕組みになってい

る｡

以上のような ｢戦略｣ 面と ｢構造｣ 面をベースとしつつ, どのような具体

的な ｢プロセス｣ 面を実行しているのかに注目してみよう｡ 週の初めに各店

舗の販売実績情報が本社に送られ, これをもとに企画方針を決定する｡ この

とき, 店舗と本社の商品企画を結ぶ IS (アイエス) という情報システムが

活用されている｡ 販売実績データとともに店舗における顧客の要望がアンケー

トや商品連絡票として本社の商品企画部に伝達され, 商品企画の基本方針に

反映される｡ また, 社内のデザイナーによって原宿や渋谷などの先端流行情

報を収集したり, ファッション誌などの二次情報を活用して個別製品のデザ

インを行ない, 週末の企画・販売会議において合議制で店舗投入商品を決定

する｡

決定されたデザインのデータは即刻, CADデータに変換され, 中国をは
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じめとする海外の生産委託工場に送られる｡ CADデータは CAMデータに

変換され, 週末には海外の工場の担当者が本社に来て, 詳細な仕様を確定し,

翌日から生産開始される｡ 生産された商品は, 海外の物流センターに集荷さ

れ, 検針・検品を行ない, 店舗別に梱包して (ひとつの段ボールに複数の商

品を詰めるアソートパックが主である), 日本国内の特積貨物トラックの配

送票を貼り, コンテナに満載されて, 発注してから約40日後に店舗に近い港

に陸揚げされ, 特積貨物トラックのネットワークで直接店舗に搬入される｡

この割合が仕入予定の約65％となっている｡

残りの約35％の商品は, １週間後に当社の1400店舗対応の物流センターに

搬入され, 完全消化するまで販売実績と店舗の販売力に応じて毎日自動的に

補充がかけられる｡ 当該品目を完全消化した場合, 定番商品以外は追加生産

せず, 次の企画・デザインに移行することで常に商品の鮮度を維持すること

が基本的なプロセスとなっている｡ また, 店舗における消化が計画通りに進

まなかった場合には, 小幅なマークダウンと店舗間移送により売り切るよう

にしている｡

以上のような ｢戦略｣ ｢構造｣ ｢プロセス｣ 間の適合性をベースとしつつ独

自の SPA体制に移行してから, 販売単価を約３分の２に引き下げ, なおか

つ粗利益率を60％近くに引き上げるというパフォーマンスを達成している｡

３. １. ２ ザラの事例

まず, 事例の概要と ｢戦略｣ 面についてみてみよう
(７)
｡ ザラは全世界に約

6600を超える店舗を展開し, 売上高は約２兆3500億円 (１ユーロ＝130円換

算) に上る｡ これほどの事業規模を有しながら, 多様な商品を品揃えし, ブ
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ランド価値を維持できるのは, 企画・デザインから世界各国の店舗への商品

投入まで最短１週間という圧倒的なスピードである｡ これを可能にしている

のが, 多様なグローバル市場に対応するサプライチェーン戦略である｡ とく

に, 店舗の運営とデザイン部門との連携である｡ 同社は, デザイン部門を内

部化すると同時に店舗も自社展開し, 両者の同期的連動に力を入れている｡

このような戦略展開を踏まえつつ, 第１に, グローバルな展開に関わる

｢構造｣ ｢プロセス｣ に注目してみよう｡ グローバルな店舗展開については,

市場開発部門のリアルエステイトの担当に店舗資産の情報が入ってくるので,

案件ごとに検討している｡ 進出が決定されると当初は現地企業とのジョイン

トを採用することもあるが, 基本的には独自出店を志向している｡ 店舗のフォー

マット開発を重視しており, 店舗と品揃え (カテゴリー) 体系が密接に関連

づけられている｡ 本社内に店舗の実験エリアがあり, 陳列・証明・VMDや

内装 (資材も標準化) についての実験を行なっている｡ 商品のデザイナーと

店舗のコーディネーターは密接に連絡を取っており, 陳列については約10日

のサイクルで変更を加えるように現地の店舗にデジタルカメラの画像付で指

示を与えている｡ 基本的には販売促進費を極力抑制し, 店舗投資に重点を置

いている｡ 店舗ごとの運営マニュアルを作成しているが, 店舗でも毎日２回

ミーティングが行なわれて問題点が抽出され, これをカントリーマネジャー

に報告している｡ 国際部の業務は, 各国の市場調査および各国組織と本社と

の窓口機能を果たすこととなっている｡

第２に, 商品開発に関わる ｢構造｣ ｢プロセス｣ 面に注目してみよう｡ 商

品開発についてもあえて部門ごと・ブランドごとの独立性を尊重し, 部門間

で重複しても競争することで活性化を図っている｡ 商品企画に際しては, パ

リ, ニューヨーク, 東京などの先端的ファッション市場の直接調査情報と,

店舗に蓄積される販売実績データを活用している｡ そのために, 各店舗に

PDA端末が備えられ, 販売情報がほぼリアルタイムで入手されるとともに,
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店舗の販売員からの直接情報も重視される｡ これらの情報に基づき, 国別の

担当マネジャー (カントリー部門) と商品カテゴリー別の事業責任を負うコ

マーシャルマネジャーが, 店舗マネジャーと直接連絡を取り合って具体的な

商品企画や投入計画を立てている｡ コマーシャル部門は, マーケティング・

商品企画, テキスタイルや部品・副資材の調達, 生産・出荷指示, 販売管理

等, 担当商品カテゴリーの全体のマネジメントの広範な責任を負っている｡

第３に, デザインに関わる ｢構造｣ ｢プロセス｣ 面に注目してみよう｡ 同

社では自社内に200名を超すデザイナーを擁しており, 年間３万件以上, １

日平均80件以上のモデルをデザインしている｡ また, デザイナー部門には店

舗設計の部門もある｡ デザイナーの作成したラフ・デザインは即座に CAD

でパーツの型紙に展開されて, 試作される｡ 完成した試作品に基づいて, コ

マーシャル部門, デザイナー, カントリー部門がその場で議論し, 商品投入

を行なうか否かを決定する｡ このとき, カントリー部門は担当市場の特性や

競争条件などの情報に基づき, 売上高の増大を目標として意見を述べる｡ こ

れに対して, 商品別事業担当としてのコマーシャル部門はコストや収益性に

対して責任を持つ立場から意見を述べ, 活発な議論が行なわれる｡ このよう

に, グローバル市場を相手に, 売上高と収益率という異なる経営目標のバラ

ンスを調整しながら事業拡大を図る組織体制が敷かれているのである｡

第４に, 市場投入に関わる ｢構造｣ ｢プロセス｣ 面に注目してみよう｡ 市

場への投入が決定されると, 基本パターンからグレーディングを行ない, リー

ドタイムを勘案して生産配分された各縫製工場に型紙データが送信される｡

新しい企画商品の場合, 投入が決定されるとプレキャンペーンとして予定製

造量のうち, 数千枚程度を先行投入し, 市場での反応を見て変更を加える場

合もある｡ とくに, 国ごとに色・柄, 価格を適応させる必要がある｡ こうし

た調整後の商品は10日間程度で店舗投入可能である｡ 店舗に対しては週に２

回のサイクルで, 店舗からの発注に基づき商品が投入される｡ 一方で, 商品
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の現地適合化を過度に進めすぎるとグローバル・ブランドとしての統一した

個性が失われることを警戒している｡ コマーシャル部門が投入決定された商

品の生産指示は, 試作品とともに生産の責任者に伝達される｡ これに基づき

生産責任者が生産計画を策定し, 製造が開始される｡

以上のような ｢戦略｣ ｢構造｣ ｢プロセス｣ 間の適合性により, ザラでは様々

なパフォーマンスを達成しているのである｡

３. １. ３ ハニーズとザラの違い

ハニーズはグローバル SPAの代表格であるザラのように, 生産部門を内

部化していない｡ その理由は次のように考えられる｡ ザラとはビジネスの性

格が異なり, 自社工場を運営するだけの発注ロットがなく, 追加生産もしな

いため, 委託生産して海外現地工場や国内サプライヤー・工場などの技術・

特性に応じて使い分けをした方が良いと考えられる｡ 生産拠点の海外移転に

際しては, 品質・コスト・納期を検討しているが, 調達リードタイムの長期

化が最も心配されたが, 問題の無いレベルであった｡ カントリーリスクも吸

収できる程度に収まっているという認識である｡ 現地工場とのコミュニケー

ションも先方が出向いてくるということで, ITで補完できるので問題は無

いという｡ 小ロット・混載輸送・短リードタイムが実現するならば自社の投

資を抑えて機動力を重視し, 委託生産を行なう方が得策と考えている｡

ザラは自社店舗を起点として, デザイン部門, 製造部門 (工場), 物流セ

ンターの多くが自社組織内に内部化されている｡ この点は, ハニーズとは対

照的である｡ ザラがこのように多くの事業拠点を自前で運用しているのは次

のような理由が考えられる｡ 第１に, 事業規模が十分に大きいことから, 規

模の経済を享受できるから, 拠点機能を内部化したいという考え方である｡

第２に, 川下の店舗販売と川上のデザインおよび生産調達機能の同期化を容

易にするためである｡ 同じ SPAでも, 事業戦略によってサプライチェーン
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のシステム特性が異なることがわかる｡

３. ２ パソコン業界における事例

３. ２. １ レノボの事例

まず, 事例の概要と ｢戦略｣ 面についてみてみよう
(８)
｡ レノボはグローバル

展開にともない, 包括的な ｢グローバル・ローカル｣ 戦略の一環として, よ

り深く世界の主要市場に根を伸ばそうとしている｡ 販売チームやマーケティ

ングチームをローカライズするだけでなく, さらなる製造拠点の強化や

R & Dへの投資を進め, そして現地のトップレベルの人材を獲得し, 競争上

の強みや勝てるビジネスを確立するための戦力にしている｡ グローバルな拡

大をローカルな卓越性で支えることで, ビジネス戦略をより徹底的に実行で

きる体制を構築している｡ 当社はスピードと効率をさらに向上させつつ, 最

高のイノベーション, 品質, 顧客サービスも推進している｡ これは当社の強

力な差別化ポイントとなっており, 世界中の顧客をより良く理解して奉仕す

ることに役立っている｡

では次に, ｢構造｣ ｢プロセス｣ 面について注目してみよう｡ 2005年の IBM

パーソナル・コンピューティング部門買収で新体制となったレノボの最優先

事項は, ThinkPadの生産を止めることなくグローバルなビジネスを安定さ

せることであった｡ そのためには, オペレーションの幅と深さを速やかに拡

大すると同時に, オペレーションの推進と管理に求められる専門知識を強化

する必要があった｡ 様々な競合企業のベストプラクティスに関する知識を得

るために, 同社はただちに各社の人材を上級幹部に登用した｡ この取り組み

の鍵は, サプライチェーンの主な機能を中央のグローバル組織に統合するこ

とだった｡ すなわち, オペレーションの改善を迅速に進めるために, １つの
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(８) この事例については, 川井 [2009], Cohen and Roussel [2013], 上野 [2016b]
に依拠している｡ より詳細な議論は, これらの文献を参照されたい｡



管理構造のもとに受注から現金回収までのすべての機能が完全に統合された,

全体を網羅するグローバルレベルでのサプライチェーン管理が必要だったの

である｡ これを実現することで, 実行スピード, 敏捷性, コスト, 品質の面

で重要なメリットがもたらされたという｡

さらにこの段階で, 同社のサプライチェーン組織はプロセスとメトリクス

の大がかりな再評価を実施した｡ 買収時点では合わせて129ものメトリクス

が存在し, 有意義な測定ができない状態だった｡ 同社はメトリクスを徐々に

減らしていき, 大規模なプロセスの再評価を始めてから２年後には５つの重

要なメトリクスに絞り込んだ｡ 製品の納入パフォーマンス, キャッシュサイ

クルタイム, 品質, 原材料コスト, サプライチェーン総コストである｡ これ

らのメトリクスによって, サプライチェーン全体のパフォーマンスの良し悪

しをはっきりと見通しやすくなった｡ 同社のサプライチェーン組織は, メト

リクスの改革と並行して需給管理プロセスの徹底的な見直しも進め, 連携の

取れた需給分析のスケジュールを整備し, 実行責任と説明責任を一貫性のあ

るものにした｡ また最近では, 世界で統合された計画系システムを導入し,

予期せぬ需要変動に対処する能力をさらに強化している｡

次に, レノボの次なる ｢戦略｣ 面とそれに適合するための ｢構造｣ ｢プロ

セス｣ 面に注目してみよう｡ レノボ, IBM, そして新たに採用した人材の大

部分が以前勤めていた競合企業のマネジメント手法との違いをめぐる対立が

発生した｡ そこで当社は, さらなる統合を推進しつつ, 急成長企業としての

ポジションを確立するために, ｢防御と攻撃｣ と名付けられた戦略を打ち出

すことになった｡ この戦略は, 同社のコア (IBMから引き継いだ成熟市場

の法人顧客と中国のレノボの顧客) を守ると同時に, 新たな成長機会 (成熟

市場の小売・消費者向け部門と中国以外の新興市場への拡大) への挑戦も目

指すものだった｡ そこで当社は, 革新的で手頃な価格の製品を幅広い顧客に

提供するために, ２つの異なるオペレーションモデルを生み出した｡ すなわ
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ち, ｢得意客向けのサプライチェーン｣ と ｢一般顧客向けのサプライチェー

ン｣ を開発した｡ どちらも迅速なイノベーションと顧客サービスを重視して

いるが, ２つの顧客セグメントに固有の要求事項を満たすために, ｢構造｣

｢プロセス｣ が異なっている｡

｢応答型オペレーションモデル｣ とも呼ばれる得意客向けサプライチェー

ンの当初の資産配置とプロセス構造は, 主に IBMのパーソナル・コンピュー

ティング部門の買収でもたらされたものである｡ レノボによると得意客向け

のコンピュータには ｢大幅なカスタマイズ｣ が施されている｡ 製品は大口顧

客の個別の要求事項に合わせて構成され, 多くの場合, 一度の注文で大量に

販売される｡ 得意客向け製品は, EMSのパートナー企業がレノボの工場で

製造・組立を行なう｡ 生産ラインで出来上がったコンピュータは, 納入に求

められるスピードに基づいて航空便か船便を選び, 直接顧客に出荷される｡

レノボは, 各顧客に特有の要求事項に応えるためにプロセスの柔軟性を維

持しつつ, サプライチェーン全体で製品の大量生産を実現している｡ カスタ

マイズされたソフトウェアを求める顧客に対しては, 同社のイメージング・

テクノロジー・センターが, ソフトウェア構成の策定や購入済システムとの

適合性の確認を支援する｡ その後, ソフトウェアのイメージを自社工場また

は世界各地の ODMの工場に送り, コンピュータのハードドライブに組み込

む｡ 標準的なシステムをベースに性能の拡張を考える顧客に対しては, ホウィッ

トセット (米国ノースカロライナ州) などに開設した第２段階の作業を行な

う場所で対応する｡ このような施設で, ソフトウェア, 周辺機器, カスタマ

イズ済みの資産管理タグをコンピュータに同梱して出荷している｡ どちらの

場合も, 顧客が目にするのは製品の最終形態だけであり, その背後にあるい

くつものステップが意識されることがない｡

応答型オペレーションモデルにはいくつもの明確なメリットがある｡ 生産

能力の大部分を自社で持つため, 厳しい品質基準や顧客の特殊な要求事項へ
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の対応が容易である｡ さらに, キャパシティのスケジューリングで順番待ち

をする必要がないため, 特定製品の需要が想定外に増えた場合でも迅速に反

応しやすい｡ 自社で生産することにより, 他社と設計の受け渡しをするとき

に発生するミスも回避できる｡ また, コモディティ化が進む業界において重

要な資産である知的財産も, より安全に守ることができる｡

一般顧客向けコンピュータについては, レノボが ｢効率型オペレーション

モデル｣ と呼ぶアプローチで生産や納入が行なわれる｡ このモデルでは

ODMの工場や一部の自社工場で, 計画に沿ってパソコンを大量生産する｡

流通業者や小売業者への即時出荷に備えるために, レノボが作成する地域別

需要予測に基づき, ODMはいくつかの製品モデルを設計・製造して保管す

る｡ 効率型オペレーションモデルは, 中国と台湾を中心としたレノボの

ODMネットワークおよび中国国内の一部の自社工場を活用している｡ 一般

顧客をめぐる競争は極めて激しく, 適切な量の製品を, 季節ごとの市場の需

要に合わせて出荷できるかどうかが成功を左右する｡ レノボのセールスアカ

ウント責任者と需要アナリストは緊密に連携し, 小売客から入手した予測や

過去のデータを活用して需要予測の正確性を確保している｡

以上のように, レノボの２つのサプライチェーンは別々に稼働しているも

のの, ２系統モデルの合流ポイントを構築することで共通部分をシェアする

ことによってスケールメリットを発揮している｡ 例えば原材料や部品の調達,

倉庫保管, 製品の流通といった分野である｡ また, 顧客, コスト, 輸入や税

制の仕組みが独特な国においても, ２つのサプライチェーンをシェアしてい

る｡ 例えばブラジル, アルゼンチン, インドでは, 法人向け, 消費者向け,

中小企業向けの幅広い製品を生産する現地工場を設置している｡

資産配置に関する意思決定の方法は, 大ざっぱに言ってどちらのサプライ

チェーンも同じである｡ 製品の大部分は中国で生産される｡ ただしリードタ

イムが重要な製品の場合は, 納入の所要時間を短縮するために顧客の近くに
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工場を置き, 輸送コストや輸入コストの上昇も防いでいる｡ こうした理由か

ら, レノボは南北アメリカに出荷する Think製品をメキシコで大量に製造

し, 同じ製品でも欧州向けのものはハンガリーの請負業者が製造している｡

現在レノボは８つの製造工場を所有し, 欧州, 中国, 南米の24ヵ所の製造

業者と協力している｡ 同社は台湾の ODMであるコンパルエレクトロニクス

との合弁事業によって, 中国でのデスクトップパソコン, ノートパソコン,

オールインワンパソコンの生産能力を強化した｡ また NECとの合弁事業は,

レノボが日本でトップシェアのパソコンブランドになることに貢献した｡ 最

近ではパソコン, タブレット, 携帯電話メーカーの CCEを買収し, ブラジ

ルでの事業展開を拡大している｡

お わ り に

以上のとおり SCMの展開に関する３つの事例を見てきたが, 現代のサプ

ライチェーンにおいては多様な SCMが進展しつつあり, このような現象を

業界別・主導権別に捉えるための分析枠組みと分析モデルを構築し, そして

実証することが可能になれば, 非常に特色のある研究になると思われる｡ も

ちろん, わが国のサプライチェーンを捉えるための分析枠組みに関しては,

経営学分野において過去に膨大な研究の蓄積がある
(９)
｡ しかし, そこで提示さ

れている分析枠組みは, 業界別・主導権別の SCMのシステム特性の違いを

包括的に議論する際には, やや物足りなさが感じられる
(10)
｡ そこで今後の研究
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(９) ちなみに, 流通研究分野においては, 流通システムを捉えるための分析枠組み
として, 商業経済論, 品揃え形成の理論, 延期・投機の理論, チャネル構造選択論,
チャネル拡張組織論, チャネル交渉論, パワー・コンフリクトに焦点を当てたチャ
ネルシステム論, 協調的関係論, 新制度派アプローチに焦点を当てたチャネル論な
どがある｡ 詳しくは, 加藤 [2006], 崔・石井編 [2009], 渡辺・久保・原編 [2011]
を参照せよ｡
(10) ちなみに, 流通研究分野において展開されてきた分析枠組みは, 取引関係の変
化プロセスを解明することや, 企業間関係の構造選択問題と管理問題に力点を置い



課題では, ｢業界別・主導権別の SCMのシステム特性はいかなるものか｣

という問題意識をベースとした分析枠組みと分析モデルを構築し, そして実

証していくのであるが, その具体的な予想される結果と意義としては以下の

点が挙げられよう｡

第１に, わが国のサプライチェーンにおける多様な SCMの展開に関して,

業界別に観察してみた場合にどのような展開がなされているのかという, 業

界別のシステム特性が明らかにされると考えられる｡ 実際, 業界別に SCM

の展開を観察してみると, どの業界も SCMという新しいシステムへ向かっ

て変化しつつも, 成功しているケースもあれば, 旧システムの桎梏によって

SCMへスムーズに転換できていないケースも見受けられる｡ 本研究目的が

達成されれば, 業界別の共通点や相違点を明らかにすることが可能であると

考えている｡

第２に, サプライチェーンにおいて誰が SCMを主導するかによって多様

な SCMの形態が展開されているのだが, そのような主導権別のシステム特

性が明らかにされると考えられる｡ 実際, サプライチェーンにおける多様な

SCMの展開といっても, メーカーが主導するシステムだけではなく, 小売

業者や卸売業者といった流通業者が主導するシステムもあり, 誰が主導権を

握るかによって多様な SCMの形態が見受けられる｡ 本研究目的が達成され

れば, 主導権別の共通点や相違点を明らかにすることが可能であると考えて

いる｡

上記２点については, 業界における商品特性の違いや
(11)
, サプライチェーン

における各経済主体による戦略・組織構造・組織プロセスの違いなど, さら

にはパフォーマンスとしてどのような次元を捉えるのかによって明らかにさ
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てきたゆえに, 競争優位性の獲得という観点からの議論はやや希薄であったといえ
る｡
(11) 詳しくは, Fisher [1997] を参照せよ｡



れるものと考えられるため, 本研究はそのような理論的要因の解明だけでは

なく実務的要因の解明にも寄与することが期待されよう｡ そのためには, 今

後の大きな研究課題として, ｢戦略｣ ｢構造｣ ｢プロセス｣ ｢パフォーマンス｣

の適合性に関する特定の分析モデルを開発する必要性が残っているといえよ

う
(12)
｡ そして, そのような分析モデルをベースとした様々な仮説を開発するこ

とにより, これらの仮説をサーベイ調査により検討していくことも大きな課

題として残っている｡ そのような実証的研究は, サプライチェーンにおける

複雑な現象をより深く理解するのに役立つであろう｡
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